
４ 下 水 道 事 業 

 

１ 事業数 

６６事業 

（前年度比増減なし） 

 

（内訳） 

法適用事業   ３事業 

法非適用事業 ６３事業 

 

 

 

 

市町村合併や特定公共下水道の公共下水道への統合により，近年事業数は減少傾向にあ

るが、本年度は前年度から増減はない。 

 

２ 事業の概要 

（１）下水道の普及状況 

   ※普及率〔（現在処理区域内人口(人)╱行政区域内人口(人)）*100〕    （単位：％，人） 

  
普 及 率 

現在処理区域内人口 
２５年度 ２４年度 

公共下水道 74.7 74.1 4,356,266 

特定環境保全 4.2 4.2  83,035  

農業集落排水 2.4 2.4  53,843  

特定地域排水処理 16.1 14.5  2,414  

 

（２）水洗化率 

   ※水洗化率〔（現在水洗便所設置済人口(人)╱現在処理区域内人口(人)）*100〕（単位：％） 

  
水 洗 化 率 全国平均 

（２４年度） ２５年度 ２４年度 

公共下水道 94.8 94.6  94.2 

特定環境保全 92.0 91.4  78.6 

農業集落排水 77.1 77.2  82.6 

特定地域排水処理 100.0 100.0  79.3 

 

事 業 名 事 業 数 

公共下水道 ３２ 

特定環境保全公共下水道 １１ 

特定公共下水道 １ 

農業集落排水 ２０ 

特定地域生活排水処理 ２ 

合    計 ６６ 

団体数（市町村＋一部事務組合） ４３ 
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水洗化率の県内平均は，農業集落排水を除き，公共下水道，特定環境保全，特定地域排水

処理において，全国平均を上回っている。 

 

（３）有収率 

   ※有収率〔(年間有収水量(㎥)╱年間汚水処理水量(㎥))*100〕     （単位：％） 

  
有 収 率 全国平均 

（２４年度） ２５年度 ２４年度 

公共下水道 80.7 80.6 80.7 

特定環境保全 94.0 94.1  80.7 

農業集落排水 96.8 96.6  92.6 

特定地域排水処理 100.0 100.0  100.0※ 

  ※個別排水処理に係る数値も合わせた平均値。 

 

有収率を低下させる不明水は，上水道における漏水と同様の性格を持つものであること 

から，企業努力によりその削減に努める必要がある。 

 

３ 経営状況 

（１）経営状況 

①収益的収支  【】内は前年度比増減 

    ≪法適用事業≫ 

経常利益    １，１１９百万円 【１６．９％増】 

           経常利益を生じた事業 ２事業 

           経常損失を生じた事業 １事業 

          経常収益    ２４，３３６百万円  【０．７％減】 

           うち料金収入     １５，０１９百万円  【０．２％減】 

           うち他会計繰入金   ９，２１８百万円  【１．１％減】 

          経常費用    ２３，２１７百万円 【１．５％減】 

           うち職員給与費      ７０１百万円  【９．１％減】 

           うち支払利息     ５，７５５百万円  【１０．８％減】 

           うち減価償却費    ９，４２８百万円  【１．７％増】 

          累積欠損金     ７４９百万円 【２２．９％増】 
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    ≪法非適用事業≫ 

ア 下水道合計（公共下水道，特定公共，特定環境保全，農業集落排水） 

          収益的収支比率    ７６．５％  【８．２ポイント増】 

          総収益     ７０，８７６百万円  【１．１％増】 

                      うち料金収入     ４５，９５０百万円  【１．０％減】 

           うち他会計繰入金   ２１，７８６百万円  【０．１％減】 

          総費用     ４８，６９２百万円  【４．１％増】 

           うち職員給与費     ２，８６０百万円   【２．４％減】 

           うち支払利息     １３，９３８百万円   【７．２％減】 

 

 

イ 浄化槽（特定地域排水処理） 

          収益的収支比率    ７８．９％  【１．４ポイント減】 

          総収益        ３８百万円 【９．６％増】 

                  うち料金収入        ２５百万円   【３．２％増】 

           うち他会計繰入金      １３百万円   【２３．８％増】 

          総費用        ３８百万円 【９．５％増】 

           うち職員給与費      ０．７百万円   【１２．８％減】 

           うち支払利息          ７百万円   【±０％】 

②資本的収支 

    ≪法適用事業≫ 

資本的収入   １２，３６２百万円 【１９．３％減】 

                      うち企業債       ９，２１３百万円  【４．５％減】 

           うち他会計繰入金      ４１９百万円  【２６．８％減】 

           資本的支出   ２３，３１０百万円 【１１．３％減】 

           うち建設改良費       ８，２０９百万円   【３１．５％減】 

           うち企業債償還金     １４，８５７百万円  【５．８％増】 

   

    ≪法非適用事業≫ 

       ア 下水道合計（公共下水道，特定公共，特定環境保全，農業集落排水） 

         資本的収入    ５６，９０４百万円 【１２．４％増】 

           うち地方債      ３０，５２５百万円  【３６．９％増】 

           うち他会計繰入金   １１，００７百万円  【１２．８％減】 

         資本的支出    ８１，９１５百万円 【１２．２％増】 

           うち建設改良費    ３７，６３５百万円  【２．１％増】 

           うち地方債償還金   ４３，９２５百万円  【２２．２％増】 
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イ 浄化槽（特定地域排水処理） 

      資本的収入       ７１百万円 【４６．５％増】 

        うち地方債         ２４百万円  【９２．９％増】 

        うち他会計繰入金      ２０百万円  【２．４％増】 

      資本的支出       ７１百万円 【４４．１％減】 

        うち建設改良費       ６１百万円  【４９．１％減】 

        うち地方債償還金      １０百万円 【２０．５％増】 

 

（２）使用料単価と汚水処理原価 

   ※使用料単価〔料金収入(円)╱年間有収水量(㎥)〕 

    ※汚水処理原価〔汚水処理費(円)╱年間有収水量(㎥)〕          （単位：円/㎥） 

  公共 特定環境保全 農業集落排水 

  県内平均 

全国平均(25 年度) 

県内平均 
全国平均

(25年度) 

県内平均 全国平均

(25 年

度) 

  25年度 24年度 25年度 24年度 25年度 24年度 

法適用事業 

  

使用料単価 135.6 135.7 136.5 90.8 90.8 159.0 － － 154.9 

汚水処理原価 124.2 125.5 － 86.8 106.1 － － － － 

汚水処理原価※ 134.7 135.3 － 111.7 192.3 － － － － 

法非適用事業 

  

使用料単価 136.8 139.5 135.3 164.5 165.0 156.3 137.2 135.9 146.7 

汚水処理原価 165.1 156.1 － 356.5 329.5 － 326.0 331.2 － 

汚水処理原価※ 189.4 181.6 － 417.9 434.0 － 571.7 559.2 － 

           

 ※分流式下水道等に要する経費を控除する前の値。      

 

法適用事業の公共下水道では，使用料単価が汚水処理原価（分流式下水道等に要する経費

を控除する前・後いずれもの原価）を上回っている。 

法非適用事業の公共下水道，特定環境保全及び農業集落排水では，全事業で使用料単価が

汚水処理原価を下回っている。 

なお，平成２５年度に使用料改定を行った団体はない。 

 

 

 

（３）経費回収率（特定公共・浄化槽事業を除く） 

※経費回収率〔（料金収入(円)╱ 汚水処理費(円)）*100〕            (単位：%) 
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  公共 特定環境保全 農業集落排水 

  県内平均 全国平均

(25 年度) 

県内平均 全国平均

(25 年度) 

県内平均 全国平均

(25 年度)   25年度 24年度 25年度 24年度 25年度 24年度 

法適用事業 

  

経費回収率 109.3 108.1 104.5 104.6 85.6 74.2 － － 55.6 

経費回収率※ 100.7 100.3 － 81.2 47.2 － － － － 

維持管理費の使用料による回収率 230.8 241.3 234.1 323.0 186.7 160.5 － － 87.4 

法非適用事業 

  

経費回収率 82.9 89.4 78.1 46.1 50.1 57.5 42.1 41.0 50.1 

経費回収率※ 72.2 76.8 － 39.4 38.0 － 24.0 24.3 － 

維持管理費の使用料による回収率 150.4 168.9 164.4 131.8 122.6 101.9 67.7 68.4 72.0 

 ※分母の汚水処理原価が、分流式下水道等に要する経費を控除する前の値。全国平均(下水道事業全体)は、 

 法適用企業 90.3%、法非適用事業 52.4% 

 

公共下水道と特定環境保全(法適)の県内平均は、全国平均を上回る傾向が続いているが、

農業集落排水の県内平均は全国平均を下回る傾向が続いている。 

経費回収率は供用開始後経過年数が増えるとともに，通常上昇していくが，類似団体の 

平均と比較して低い水準にある事業体は，早急に経営管理の効率化や料金の適正化に   

取り組むことが求められる。 

参照：第３編 第２章 業種別団体別経営比率等一覧表 ４ 公共下水道事業（P176～） 

 

４ 現状と課題  

（１）計画的な事業の実施 

①現状 

平成２５年度の現在処理区域内人口は４，４９５，６４５人（前年度比０．９％増）となっ

ており，下水道は健康で快適な生活環境の確保と公共用水域の水質保全に欠かすことの出

来ない社会基盤となっている。 

 

②課題 

下水道事業は一般に建設投資規模が大きく，建設期間も長期にわたるなど，地方公共 

団体の財政運営に与える影響が多大であることを十分認識し，人口動態や普及率，水洗化

率の伸率など，現実的な見通しに基づく収支計画を踏まえて適切な事業の実施に努める 

必要がある。 

また，下水道事業を実施するに当たっては，公共下水道，農業集落排水施設，合併処理

浄化槽等の多種多様な処理施設の中から，地理的・社会的条件に応じて最適な処理施設を

選択し，計画的・効果的に整備を行う必要がある。 
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（２）使用料の適正化，維持管理の効率化等経営基盤の強化 

①現状 

平成２５年度の有収率は８０．８％（下水道全事業。ただし，法適用事業及び特定地域

排水処理事業を除く。以下，同じ。）で前年度比０．３ポイント上昇した。なお、汚水処

理原価についても，１６８．２円で５．６％増加している。 

また，公共下水道の経費回収率は法適用事業で１０９．３％（分流式下水道等に要する

経費を控除する前の数値で１００．７％。以下，同じ。），法非適用事業で８２．９％（７

２．２％）と，大半が低い水準となっている。 

 

②課題 

維持管理業務のうち委託可能なものについては，積極的に民間等への委託を推進すると

ともに，上水道事業との料金徴収の一元化等，地方公共団体内部の他部門との共同処理や

相互協力，普及率の向上に伴い今後増加が見込まれる下水汚泥の広域・共同処理に取り 

組むなど，より一層の経費削減を図る必要がある。 

また，使用料で賄うべき経費と一般会計で負担すべき経費とを明確に区分するとともに，

使用料が低い水準にとどまり，使用料で負担すべき経費を他会計からの繰入により   

賄っている地方公共団体にあっては，下水道事業に対する一般会計の負担により地方  

公共団体の財政に支障が来すことがないよう，使用料を早急に適切な水準に引き上げる等

経営の健全化を図る必要がある。 

なお，資本費や維持管理費を考慮した長期の財政計画等を策定する場合，経費回収率に

ついては，平成 18 年度の繰出基準の見直しにより設けられた分流式下水道等に要する 

経費を控除する前の数値を参考とすることが必要である。 

 

（３） 地方公営企業法適用の推進 

①現状 

下水道事業の普及率を向上させ、かつ経費回収率を高い水準に保つためには、地方公営

企業法の適用を行い中長期的な事業計画の策定を行うこと等が重要である。平成２５年度

末時点で、県内で地方公営企業法を適用しているのは千葉市の公共下水道と特定環境保全，

八千代市の公共下水道の 3事業である。 

 

 

②課題 

下水道事業にあっては，多額の資産を有し中長期的に経営を判断する必要があること 

から，企業会計原則による損益取引と資本取引を区分し，発生主義による期間損益計算を 

行い，財務諸表により財政状態及び経営成績を表示し，把握することにより，経理内容の

明確化と企業経営の健全化を図る必要がある。 
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したがって，現在，法非適用の事業については，公営企業会計制度の見直しの趣旨を  

踏まえ，料金算定の考え方や今後の経営計画等情報公開への対応や経営基盤強化の観点か

ら，地方公営企業法の適用に向けて取り組むことが必要である。 
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